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・平成26年度当初予算編成を踏まえた試算

中期財政見通しの試算前提条件①

・固定資産税 評価替に伴う影響を反映

（歳入）

・貸付金元利収入は予定額を計上
・競輪事業特別会計からの繰入金は100百万円/年で定額計上（～H30）
ただし、H28以降の繰入金は、ｽﾀﾝﾄﾞ等耐震診断の結果等を踏まえ次期財政計画策定時に見直し

・地域振興基金は活用可能額の繰入を見込む
・その他歳出連動を除き定額試算

その他

・歳出連動
・臨時財政対策債は、普通交付税と同様の試算方法
・退職手当債は、H27で制度終了（H26～27は定員管理計画を参考に積算）

市 債

・歳出連動国・県支出金

・市税等影響分を反映（市税・譲与税・交付金・地方交付税・臨時財政対策債の総額で同額試算）
・H25錯誤の影響を反映（+248百万円）
・H28以降は､合併特例による合併前全額保障期間終了に伴う影響を普通交付税に反映

地方交付税

・地方消費税交付金 1%⇒1.7%の影響を反映

・自動車取得税交付金 H26減税分をH26当初予算額に反映済み

ただし、消費税10％へ引上げ時は廃止となるが加味していない
・その他 Ｈ26年度当初予算額と同額

譲与税・交付金

・その他税目 Ｈ26年度当初予算額と同額

・法人市民税 地方法人税(仮称)(2.6％)創設に伴い、H26.10月以降に開始する事業年度の法人
現行 標準税率 12.3% ⇒ 改正後 9.7%
制限税率 14.7% ⇒ 12.1% の影響を反映( 引き続き制限税率を適用)

・軽自動車税 増税分（H27～1.25倍～1.5倍等）の影響を反映

市 税
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中期財政見通しの試算前提条件②

・議員報酬等は、青森市特別職の職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例案を反映

・各会計の試算方法は、一般会計と同様

・特別会計繰出金のほか、企業への繰出金や一部事務組合への負担金も含む
繰出金

・年度間で変動があるものを除き、Ｈ26年度当初予算額と同額その他

・経常的事業は、 H26年度当初予算額と同額試算

・着手済み事業は、現在の計画期間・計画額で計上普通建設事業費

・一時借入金は、定額試算

・元利償還金は、積上げ試算公債費

・基本として、H26年度当初予算額に過去の増減率を乗じた上で、将来人口推計（中位人口
推計）の増減率を反映して試算

扶助費

・市長・副市長、区長、公営企業管理者、教育長、代表監査委員は自主削減をH28まで継続
（区長はH26まで）

・退職手当は、H26～27にかけての段階的引下げ影響分を反映

・定昇率0.3％で試算

・職員数は定員管理計画を参考に試算し、技能労務職退職不補充を反映人件費

（歳出）

H27は39百万円/年の一般財源抑制を試算に反映一般財源抑制額

（その他）
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〇中期財政計画に反映されている主な事業

試算に反映されている主な大規模ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ等

H25～H2715.115.1国保法定外繰出（ペナルティ分+激変緩和分）

H24～H3217.271.810.699.6庁舎整備事業（第一期分）

地域の元気臨時交付金充当
H25～H27
(H25～H29)

0.3
(0.4)

0.5
(1.0)

2.7
(2.7)

3.5
(4.1)

支所再整備事業
(横内、後潟、原別、浜館、奥内)

想定処理費1,474～2,902
百万円の中間値を計上

H26～H27
(H26～H31)

5.5
(23.0)

5.5
(23.0)

浪岡最終処分場適正廃止対策

H24～H2627.8 27.8 情報システム開発費（H27稼動）

H25～H271.5 0.6 2.1 医療費助成（現物支給化影響）

H23～H273.90.94.8総合交通戦略（フィーダー関連）

H23～H277.87.8清掃工場解体費（三内・梨の木(除染のみ)）

地域の元気臨時交付金充当H23～H277.8 21.724.8 54.3
小・中学校整備事業
(横内小・金沢小・小柳小・東中・筒井中)

H24～H250.9 3.4 1.35.6 母子生活支援施設整備（すみれ寮）

H24～H271.55.36.8 八甲田丸関連

H23～H270.5 14.9 15.030.4 市営住宅整備事業(幸畑第二・小柳第一団地)

地域の元気臨時交付金充当H23～H250.8 4.6 19.4 24.8 小学校給食センター整備事業

地域の元気臨時交付金充当H23～H2614.178.140.6132.8 新ごみ処理施設整備事業

うち特例債49.9億円H23～H273.0 50.110.363.4 合併特例債事業(浪岡地区4事業）

一般財源市債国県他事業費
摘 要事業期間

(財政計画期間内)

（単位：億円）
プロジェクト名

〇財政見通しに含まれていない主な事業
・操車場跡地利用促進事業 【青森操車場跡地利用計画審議会の答申を踏まえ、現在検討中】
・青森駅周辺まちづくり関連事業 【引き続き協議・検討を要するため】

（参考）
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青森市財政プラン2011における目標①

1,775203559991791721213511一般財源

2,5872,587うち特例債

4,606607752,98713051426825うち通常債

7,193607752,9872,71751426825市債

71430121991967国・県支出金

9,6828101304,2873,1157774856711事業費

計H32H31H30H29H28H27H26H25H24区 分

1,436百万円

【変更前】庁舎整備事業（H25.10月計画） （単位：百万円）

1,71719669893232140987811一般財源

2,7871,4341,353うち特例債

4,3955861162,67147120929250うち通常債

7,1825861162,6711,9051,56229250市債

1,0594442662239432国・県支出金

9,9587821854,0082,4031,92548416011事業費

計H32H31H30H29H28H27H26H25H24区 分

【変更後】庁舎整備事業（H26.2月試算） （単位：百万円）

1,530百万円

・消費税増税（5％→8％）影響分反映（276百万円）

・国等との協議による交付金充当額増（345百万円）

・合併特例債充当額増（200百万円）
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青森市財政プラン2011における目標②

①単年度収支の均衡

・中期財政計画期間中に単年度収支の黒字化を図る。

②財源調整のための基金の一定額確保

・３基金残高50億円の確保を維持し、更に現計画期間終了後も持続可能な財政運営と
なるよう、H28以降の庁舎整備に要する一般財源を現計画期間中に確保する。

【変更前】H27末基金残高目標：64.4億円（6,436百万円）
↓

【変更後】H27末基金残高目標：65.3億円（6,530百万円）

③将来負担に配慮した市債発行と公債費償還の適正化

・プライマリーバランスの黒字(臨時財政対策債除く)を維持し、市債残高の減を図る。
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平成26年度当初予算編成を踏まえた中期財政見通し

（単位：百万円）

端数処理による積上げのため
計と一致しない

財政計画期間 ← → 財政計画期間外

45,78145,97345,82545,29944,56841,39737,487うち臨時財政対策債

140,485145,405152,491159,708167,217168,289167,237市債残高

△ 1,8343742,3103,6695,77810,44213,305その他

全額取崩し2,692うち元気臨時交付金積立分

△ 1,8343742,3103,6695,77813,13413,305基金残高

△ 2,208△ 1,936△ 1,359△ 2,109△ 7,397△ 1,0271,912単年度収支①－②＋③＋④

39393939シーリングによる歳出抑制④

800800800800800800収入確保と経費節減額③

118,050115,561114,467114,211126,099134,561117,352歳出合計②

22,11922,01922,00822,50324,84825,09123,998その他

・準公営企業
3,9174,1404,2374,3964,6594,4244,632

うち公営企業

17,51617,67617,54517,78219,20219,46117,636繰出金

9,2597,2167,0756,89714,59821,3909,422普通建設事業費

16,57917,27817,41417,19517,32417,40816,710公債費

41,36939,90438,67337,63236,85637,91736,580扶助費

11,20811,46811,75212,20213,27113,29413,006人件費

69,15668,65067,83967,02967,45168,61966,296義務的経費

歳 出

115,003112,786112,269111,263117,902132,734119,264歳入合計①

7,0677,4137,6717,4748,5608,1749,467その他

9,4967,9167,8767,26513,70515,73510,271市債

32,49330,90630,17129,64130,27241,26428,783国・県支出金

26,02026,07026,12026,39326,14527,43130,863地方交付税

6,4366,4366,4366,6874,7054,4094,469譲与税・交付金

33,49134,04533,99533,80334,51535,72135,411市税

歳 入

平成30年度平成29年度平成28年度平成27年度平成26年度平成25年度平成24年度区 分
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平成26年度予算編成前段階の財政計画（平成25年10月計画）

（単位：百万円）

端数処理による積上げのため
計と一致しない

財政計画期間 ← → 財政計画期間外

50,00248,92747,24444,52941,34937,487うち臨時財政対策債

152,512155,830159,671165,693167,304167,237市債残高

4,8936,0036,4376,22910,81313,384 その他

全額取崩し1,378うち元気臨時交付金積立分

4,8936,0036,4376,22912,19113,384基金残高

△ 1,110△ 434208△5,962△ 2,0321,912単年度収支 Ａ=①－②＋③＋④

78787839シーリングによる歳出抑制④

800800800800800収入確保と経費節減額③

115,851113,764111,740122,993131,009117,352歳出合計②

18,88418,87819,13821,20022,25623,998その他

・準公営企業
4,0224,2234,3374,4984,4244,632

うち公営企業

17,68817,67217,72019,31519,06617,636繰出金

9,2558,1016,66814,13221,3549,422普通建設事業費

17,04417,41617,21717,50517,31816,710公債費

41,53240,18239,10638,22437,72336,580扶助費

11,44811,51511,89112,61713,29213,006人件費

70,02469,11368,21468,34668,33366,296義務的経費

歳 出

113,863112,452111,070116,192128,177119,264歳入合計①

6,3246,4386,7507,3908,9809,467その他

11,04710,8419,35213,53914,86810,271市債

30,61529,45828,86529,39938,45128,783国・県支出金

27,38827,55827,89027,64227,39530,863地方交付税

4,3864,3864,6354,3814,2604,469譲与税・交付金

34,10333,77133,57833,84134,22335,411市税

歳 入

平成29年度平成28年度平成27年度平成26年度平成25年度平成24年度区 分

（参考）
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前回試算（Ｈ25.10月：中期財政計画）

今回試算（Ｈ26.2月：中期財政見通し）

比較（今回試算－前回試算）

前回試算(H25.10月計画)と中期財政見通しとの比較①

（一般会計、単位：百万円）

39

1,524

△451

△1,435

H26

48

985

943

1,005

H25

△1,945---

37---市 債 残 高

うち臨時財政対策債

△2,768---３ 基 金 残 高

△2,317---単 年 度 収 支

H27H24H23H22区 分

44,529

165,693

6,229

△5,962

H26

41,349

167,304

12,191

△ 2,032

H25

47,24437,48733,45329,803

159,671167,237170,956174,774市 債 残 高

うち臨時財政対策債

6,43713,30512,4719,611３ 基 金 残 高

2081,9123,1473,717単 年 度 収 支

H27H24H23H22区 分

44,568

167,217

5,778

△7,397

H26

41,397

168,289

13,134

△1,027

H25

45,29937,48733,45329,803

159,708167,237170,956174,774市 債 残 高

うち臨時財政対策債

3,66913,30512,4719,611３ 基 金 残 高

△2,1091,9123,1473,717単 年 度 収 支

H27H24H23H22区 分

～3つの目標～

〇単年度収支黒字化(H27)
⇒ 不達成

〇 基金残高65.3億円(H27末)
⇒ 不達成(△28.6億円)

〇プライマリーバランスの黒字維持
⇒ 達成

目標変更後 6,530

目標変更後 △2,861
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前回試算（Ｈ25.10月：中期財政計画）

今回試算（Ｈ26.2月：中期財政見通し）

比較（今回試算－前回試算）

前回試算(H25.10月計画)と中期財政見通しとの比較②

（単位：百万円）

-

-

-

-

H24

-

-

-

-

H23

-

-

-

-

H22

△4,029

△7,107

△4,519

△826

H29

△3,102

△3,339

△3,693

△925

H28

-△1,9453948

-371,524985市 債 残 高

うち臨時財政対策債

-△2,768△451943３ 基 金 残 高

-△2,317△1,4351,005単 年 度 収 支

H30H27H26H25区 分

29,803

174,774

9,611

3,717

H22

33,453

170,956

12,471

3,147

H23

37,487

167,237

13,305

1,912

H24

50,002

152,512

4,893

△ 1,110

H29

48,927

155,830

6,003

△ 434

H28

-47,24444,52941,349

-159,671165,693167,304市 債 残 高

うち臨時財政対策債

-6,4376,22912,191３ 基 金 残 高

-208△5,962△ 2,032単 年 度 収 支

H30H27H26H25区 分

37,487

167,237

13,305

1,912

H24

33,453

170,956

12,471

3,147

H23

29,803

174,774

9,611

3,717

H22

45,973

145,405

374

△1,936

H29

45,825

152,491

2,310

△1,359

H28

45,78145,29944,56841,397

140,485159,708167,217168,289市 債 残 高

うち臨時財政対策債

△1,8343,6695,77813,134３ 基 金 残 高

△ 2,208△2,109△7,397△1,027単 年 度 収 支

H30H27H26H25区 分

財政計画期間 ← → 財政計画期間外

地域の元気臨時交付金分2,692含む
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財政計画(Ｈ25.10月計画)と今回の主な乖離①

（単位：百万円）

平成25年度末3基金残高見込と財政計画との乖離

平成26年度当初予算と財政計画との乖離（歳入）

主な要因
・除排雪経費（12月補正） 180百万円
・介護特別会計繰出金（12月補正） 126百万円 など

△36110,45210,813
H25年度末
3基金残高見込
（元気交付金積立除く）

比較（②-①）H25.3月補正後②H25.10月計画①項 目

△925

△1,923

998

比較（H26乖離）
（②-①）

主な要因
・地方財政対策では、一般財源総額（Ａ+Ｂ） 対前年度 ＋1.0％
・青森市 一般財源総額（Ａ+Ｂ） 対前年度 △0.4％（事業所税除く）

△1,84070,46371,388Ａ+Ｂ

△5,11531,24333,166
Ｂ 地方交付税
（臨時財政対策債含む）

3,27539,22038,222Ａ 市税・譲与税・交付金

計画期間の
乖離（～H27）

H26当初予算②H25.10月計画時①項 目

（単位：百万円）
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財政計画(Ｈ25.10月計画)と今回の主な乖離②

（単位：百万円）

平成26年度当初予算と財政計画との乖離（歳出）

そ
の
他

4482242,3462,122除排雪対策（単価等アップ）

32299322223石江保留地あっせん・補助

291291291-ＰＣＢ処理費

438---浪岡最終処分場適正廃止

・保険給付費の計画を上回る伸びによる

2461233,5443,421
介護繰出金

・保険税軽減分 H25.10月計画 892⇒H26当初 162（国保収支改善による）

△782△7562,3883,144
国保繰出金

繰
出
金

計画期間の
乖離（～H27）

比較（H26乖離）
（②-①）

H26当初予算
②

H25.10月計画時
①

項 目
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今後の財政運営について

〇平成26年度当初予算は、編成前に作成した中期財政計画（平成25年10月公表）に基づき、マイナスシ
ーリングなどの実施を編成方針に掲げ、持続可能な財政運営となるよう取り組みました。

○しかしながら、平成26年度当初予算編成後の財政見通しにおいては、結果として、財政計画期間末
（H27末）の3基金残高目標を約28.6億円下回る状況となりました。

○また、H30までの参考試算においては、合併特例である合併算定替の終了に伴う地方交付税の減少や
浪岡最終処分場適正廃止に要する経費などの影響により、基金が枯渇するという厳しい見込みとなり
ました。

○これは、平成26年度の地方財政対策では、一般財源総額について、税収の伸び等を反映し、対前年度、
1％増と示されましたが、本市の状況を踏まえると、現段階においては、地方財政対策と同様な見込み
とすることができないのが主な要因となっております。

○したがって、今後においても、これまでと同様に、平成26年度の市税の当初賦課の状況、普通交付税
の本算定結果及び平成25年度決算（決算剰余金）状況などを踏まえ、定期的な試算の時点修正を行う
ことにより、財政環境の変化の把握に努めることが重要と考えています。

〇いずれにしても、本市の厳しい財政状況下においては、現在進行中、または予定されている大規模プ
ロジェクト等の着実な実施や、豪雪時においても対応が可能とするためには、より一層の行財政改革
や税収の確保、事業の見直しなどが必要であり、それにより３基金の残高の確保に努めていかなけれ
ばならないものと考えています。




